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中間貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　期　　　別

科　　　目

前中間会計期間

（平成１３年８月３１日）

当中間会計期間

（平成１４年８月３１日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１４年２月２８日）

     （資産の部）

Ⅰ　　流動資産

　　　現金及び預金

　　　受取手形

　　　営業未収金

　　　有価証券

　　　製品

　　　仕掛品

　　　貯蔵品

　　　関係会社短期貸付金

　　　その他短期貸付金

　　　繰延税金資産

　　　その他

　　　貸倒引当金

      １５，７７８
６０

５，３７４

２，２００

２４６

１７

３３

５，９４８

９

１，１３５

５，０６５

△１，７８８

        ５，３９９
８０

６，８１９

－

１９０

４

１２

６，３０８

５７

９２０

３，８２８

△１，９９９

        ８，０１３
９４

５，７４８

－

２１２

９

３０

５，２３５

５７

９１７

２，２１９

△１，８８７

      流動資産合計 ３４，０８０ ２１，６２２ ２０，６４９

Ⅱ　　固定資産

(1) 有形固定資産         ※1
　　　建物                 ※2
　　　土地                 ※2
　　　その他

(2) 無形固定資産
　　　借地権

　　　その他

(3) 投資その他の資産
　　　投資有価証券

      関係会社株式
　　　長期貸付金

　　　差入保証金・敷金

　　　繰延税金資産

　　　その他

　　　貸倒引当金

７８，８２６

３７，０９１

３９，３９８

２，３３５

１３，３４９

１０，９４３

２，４０６

８８，１５７

１１，０９２

１２，９９９

１，０１６

５８，７４０

２，８９９

１，４１４

△５

７９，２２５

３８，３２１

３９，４００

１，５０３

１２，９３８

１１，０１４

１，９２３

８５，９２０

１１，６８７

１２，５７１

１，００９

５６，６７０

２，２１１

１，８５４

△８４

８０，２８０

３８，９４１

３９，４００

１，９３７

１３，１１４

１０，９４３

２，１７０

８８，８０２

１０，６９０

１２，４１３

１，０１７

５９，５６０

３，２６９

１，９２２

△７１

　　　固定資産合計 １８０，３３３ １７８，０８３ １８２，１９６

Ⅲ　　繰延資産

　　　社債発行差金 １６ － －

　　　繰延資産合計 １６ － －

      資産合計 ２１４，４３０ １９９，７０６ ２０２，８４６
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中間貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目

前中間会計期間

（平成１３年８月３１日）

当中間会計期間

（平成１４年８月３１日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１４年２月２８日）

    （負債の部）
Ⅰ　　流動負債

　　　支払手形

　　　営業未払金

　　　短期借入金          ※2
　　　未払金

　　　未払法人税等

　　　引当金

　　　一年以内償還社債

　　　その他

５０９

１５，７６６

２９，０６４

２，８８６

１２３

６６８

２４，４００

５，８０１

                   
５３６

１６，０８１

２５，７３９

３，３４９

１１７

６１８

２，０００

５，８２４

                  
９４４

１４，２０５

２６，１６９

５，１０９

１４５

６２１

１０，０００

５，４４７

　　　流動負債合計 ７９，２２０ ５４，２６６ ６２，６４３

Ⅱ　　固定負債

　　　社債

　　　転換社債

　　　長期借入金          ※2
退職給付引当金

　　　役員退職慰労引当金

債務保証損失引当金

　　　受入保証金

　　　その他

２，０００

４，２０４

１９，０８５

９９

２８２

３５０

５２，７５９

０

－

１，３３７

３６，６７６

１０５

２７０

３５０

４７，５０９

－

２，０００

２，６７４

２７，２４６

１６２

３０５

３５０

５０，０４６

－

　　　固定負債合計 ７８，７８１ ８６，２５０ ８２，７８３

      負債合計 １５８，００１ １４０，５１７ １４５，４２７

    （資本の部）
Ⅰ　　資本金

Ⅱ　　資本剰余金

   　 資本準備金
Ⅲ　　利益剰余金

   　 利益準備金
   　 任意積立金
      中間（当期）未処分利益

２４，４５９

２３，８８４

２３，８８４

７，７６２

６８１

６，０１１

１，０６９

２５，８９２

２５，３１８

２５，３１８

８，１９０

６８１

６，２６１

１，２４７

２５，２２４

２４，６４９

２４，６４９

７，９３５

６８１

６，０１１

１，２４３

Ⅳ　　その他有価証券評価差額金

Ⅴ　　自己株式

３２３

－

３４４

△５５６

△３７８

△１１

      資本合計 ５６，４２９ ５９，１８８ ５７，４１９

      負債及び資本合計 ２１４，４３０ １９９，７０６ ２０２，８４６
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中間損益計算書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目

前 中 間 会 計 期 間          

(自平成１３年３月　１日
 至平成１３年８月３１日)

当 中 間 会 計 期 間          

(自平成１４年３月　１日
 至平成１４年８月３１日)

前事業年度の要約損益計算書

(自平成１３年３月　１日
 至平成１４年２月２８日)

Ⅰ　　売上高

　　　専門店売上高

　　　その他の売上高

　　　売上高計

Ⅱ　　売上原価

　　　専門店仕入高

　　　その他の売上原価

　　　売上原価計

１１７，４７３

２，８７１

１２０，３４５

１０４，１２１

２，２２２

１０６，３４４

１１７，５３８

２，４６４

１２０，００３

１０３，９２５

１，７５３

１０５，６７９

２４２，７５３

５，７７１

２４８，５２５

２１５，２９４

４，５１３

２１９，８０８

　　　売上総利益

      返品調整引当金繰入額
　　　返品調整引当金戻入額

１４，００１

－

１２

１４，３２３

９

－

２８，７１７

－

１３

　　　差引売上総利益

Ⅲ　　営業収入

１４，０１３

７３２

１４，３１４

８８９

２８，７３０

１，６１２

　　　営業総利益

Ⅳ　　販売費及び一般管理費

１４，７４６

１１，０８９

１５，２０３

１１，４６０

３０，３４２

２３，４１２

　　　営業利益 ３，６５６ ３，７４２ ６，９２９

Ⅴ　　営業外収益

Ⅵ　　営業外費用

２８０

８９３

２５４

６９７

６３７

１，８４７

　　　経常利益 ３，０４４ ３，２９８ ５，７１９

Ⅶ　　特別利益            ※1
Ⅷ　　特別損失            ※2

４１０

２，２２９

１０６

２，２６８

６９６

４，３６１

　　　税引前中間(当期)純利益
       法人税、住民税及び事業税
　　  法人税等調整額

１，２２５

１１

５４７

１，１３７

１１

５３０

２，０５４

２２

９０５

　　　中間(当期)純利益
　　　前期繰越利益

　　　中間配当額

６６６

４０２

－

５９５

６５２

－

１，１２７

４０２

２８７

　　　中間(当期)未処分利益 １，０６９ １，２４７ １，２４３
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

（２）たな卸資産

製 品      ……総平均法による原価法

仕 掛 品      ……個別法による原価法

      貯 蔵 品      ……個別法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産  建物（建物附属設備は除く）
……定額法

その他の有形固定資産

……定率法

無形固定資産  ……定額法
　　　　　　　　なお、営業権については、商法に規定する最長期間（5 年）にわたる均等償却を行っており

ます。ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定
額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による算定額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により、
発生の翌期から費用処理することとしております。

（４）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、役員退任慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計上してお

ります。

（５）返品調整引当金

当中間会計期間末以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相当

額を計上しております。

（６）単行本在庫調整引当金

出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規定による損

金算入限度相当額を計上しております。

（７）債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しており、当中間会計期間末においては、仮払消

費税等、仮受消費税等を相殺し差額を流動負債「その他」に含めて表示しております。

追 加 情 報

（中間貸借対照表）

   当中間会計期間より「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平
成 14年 3月 26日内閣府令第 10号）附則第 2項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰
余金及びその他の科目をもって掲記しております。なお、前中間会計期間及び前事業年度末についても改正後の表

示区分に組替えております。

（自己株式）

  前中間会計期間まで流動資産に記載しておりました「自己株式」は、中間財務諸表等規則の改正により当中間会
計期間より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。

  なお、前中間会計期間は流動資産の「その他」に含まれており、その金額は 1百万円であります。

（厚生年金基金の代行部分の返上）

  当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、セゾングループ厚生年金基金の代行部分について、平成 14年 4月
23日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。
  当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13号）第 47
－2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を
消滅したものとみなして処理しております。

  当中間会計期間末における返還相当額は、1,864 百万円であります。
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注記事項

（単位  百万円：未満切捨）

（中間貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　  前中間会計期間　　　    当中間会計期間　　　      前事業年度

※１．有形固定資産の減価償却累計額　５４，４６８百万円　　　５６，０４５百万円　　　５５，４７２百万円

※２．担保に供している資産

  建物                                ２，８１０百万円        ４，０６１百万円        ４，１８３百万円
  土地                                ２，０３９百万円        ４，４４５百万円        ４，４４５百万円
＊上記に対応する債務

  長期借入金                          ２，７７２百万円        ３，４５０百万円        ３，６３６百万円
  （内 1年以内返済予定額）              （２７２百万円）        （３７２百万円）        （３７２百万円）

３．偶発債務                       
  （１）保証債務等                    ４，１０７百万円        ２，１００百万円        ３，８５２百万円
  （２）経営指導念書                                          ５，５４９百万円
  （３）社債の債務履行引受契約                                                        ９，７００百万円
        に係る偶発債務

４．自己株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１百万円

　　　　自己株式数　　　　　　            ３，３５５株

５．発行済株式数の増加の内容             

2004年 8月 31日満期円建転換社債の転換請求権行使による株式数増加
①発行株式数    普通株式３，０１１，２５６株
②転 換 価 額         1株につき４４４円
③資本組入額    ６６８百万円

（中間損益計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      前中間会計期間　　　   当中間会計期間　　　       前事業年度
※１．特別利益の主な内訳

　　　　投資有価証券売却益           　　　　  　　１４百万円　　　　　　  　－百万円　　　　　　  ７２百万円
        貸 倒 引 当 金 戻 入 益                         ７５百万円              １４百万円              ８９百万円
        買 取 請 求 和 解 金                       ３２０百万円            　　－百万円            ５３３百万円
　　　　厚生年金基金代行部分返上益           　　　　　  －百万円　　　　　　　９２百万円　　　　　　    －百万円

※２．特別損失の主な内訳

　　　  固 定 資 産 除 却 損           　　　　　　３８９百万円　　　　１，５４４百万円　　　　　　９７８百万円

投資有価証券売却損                           －百万円                －百万円              １２百万円
子 会 社 株 式 売 却 損　　　　       －百万円   　　　　　   －百万円  　　　　　　２５百万円

　　　　投資有価証券評価損           　　　　１，２７２百万円　　　　　　５４２百万円　　　　１，５８６百万円

ゴルフ会員権評価損                         ６５百万円              　－百万円              ６５百万円
子 会 社 株 式 評 価 損                           －百万円              ４１百万円            ８５４百万円

　　　  貸 倒 引 当 金 繰 入 額           　　　    　５０２百万円　　　    　１４０百万円　　　　    ６８０百万円
　　　　特 別 退 職 金           　　　　　　    －百万円　　　　　　    －百万円　　　　　　１５８百万円

３．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産                   １，５８６百万円        １，７２７百万円        ３，３６６百万円
無 形 固 定 資 産                       ２０１百万円            ２６６百万円            ５２４百万円
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（リース取引関係）

（単位  百万円：未満切捨）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

　

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

中間期末
残高相当額

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

中間期末
残高相当額

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

期末
残高相当額

器具及び備品 1,912 1,189 722 1,545 861 683 1,851 1,196 654

そ の 他      6 4 2 6 6 0 6 5 1

合  計 1,919 1,193 725 1,551 867 684 1,858 1,202 656

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

　　　　　　　　　　          前中間会計期間　　    　当中間会計期間　　　    前 事 業 年 度       

　　  １　年　内　　　　　　　　３３９百万円　　　　　　２４７百万円            ２７２百万円

　　　１　年　超　　　　　　　　４０５百万円　　　　　　４５３百万円            ３９８百万円

　　　合　　　計　　　　　　　　７４４百万円　　　　　　７００百万円            ６７１百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　          前中間会計期間　　    　当中間会計期間　　　    前 事 業 年 度       

　　　支払リース料　　　　　　　２０４百万円　　　　　　１６１百万円            ３８０百万円

　　　減価償却費相当額　　　　　１８７百万円　　　　　　１５０百万円            ３５１百万円

　　　支払利息相当額　　　　　　　１２百万円　　　　　　　１１百万円              ２３百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（５）利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

      いては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　　　　　　　　　　          前中間会計期間　　    　当中間会計期間　　　    前 事 業 年 度       

      未経過リース料

　　　 　１　年　内                 ２百万円                ０百万円                ２百万円

　　　   １　年　超           　    ０百万円                －百万円                －百万円

　　　　 合　　　計                 ３百万円                ０百万円                ２百万円

（有価証券の時価等）

前中間会計期間末（平成１３年８月３１日現在）、当中間会計期間末（平成１４年８月３１日現在）及び前事業年度

末（平成１４年２月２８日現在）ともに、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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売上高及び営業収入の内訳

（単位　百万円：未満切捨）

前中間会計期間

(自平成１３年３月  １日
 至平成１３年８月３１日 )

当中間会計期間

(自平成１４年３月  １日
 至平成１４年８月３１日 )

前 事 業 年 度       

(自平成１３年３月  １日
 至平成１４年２月２８日 )

　　　　　期　　別

科　　目
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

衣 料 品      

身 回 品      

雑 貨      

食 品      

飲 食      

そ の 他      

４９，８１７

１７，０６２

２１，４６６

５，５３７

６，５８１

１７，００８

%
４１．１

１４．１

１７．７

４．６

５．４

１４．１

５０，１１７

１６，０４７

２１，４６５

５，２８８

６，９３６

１７，６８２

％

４１．５

１３．３

１７．８

４．４

５．７

１４．６

１０７，８１４

３４，１３１

４３，２４８

１１，０７５

１２，９６３

３３，５１８

％

４３．２

１３．６

１７．３

４．４

５．２

１３．４

　
専

門

店

売

上

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小 計      １１７，４７３ ９７．０ １１７，５３８ ９７．３ ２４２，７５３ ９７．１

劇 場      

出 版      

そ の 他      

２，０３０

１６６

６７５

１．７

０．１

０．６

１，７０１

１８０

５８２

１．４

０．１

０．５

４，１９４

３７０

１，２０６

１．７

０．１

０．５

　
そ
の
他
の
売
上
高

 
 
 
 
 
 
 
 

小 計      ２，８７１ ２．４ ２，４６４ ２．０ ５，７７１ ２．３

売 上 高 計        １２０，３４５ ９９．４ １２０，００３ ９９．３ ２４８，５２５ ９９．４

営 業 収 入        ７３２ ０．６ ８８９ ０．７ １，６１２ ０．６

合 計        １２１，０７７ １００．０ １２０，８９２ １００．０ ２５０，１３７ １００．０

（注）専門店売上高のその他はサービス等であります。


